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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　容器外側に位置する管状の注入部と、その注入部に連接して形成されて容器内面の縁部
に溶着されるフランジ部と、前記注入部内側に被嵌される封止弁とからなる、液体を注入
するための注入口を備えた包装容器において、
　前記封止弁は、容器内部と外部とが閉塞されるように円板により仕切られた円筒形状を
有し、その円板には、容器外側面にＶ字溝状のスリットが形成されてなる、ことを特徴と
する、包装容器。
【請求項２】
　前記封止弁が弾性体からなる、請求項１に記載の包装容器。
【請求項３】
　前記スリットに加水用ニードルを貫通させて包装容器内に液体を注入し、その後ニード
ルを抜取した後でも、密封状態が保たれる、請求項１または２に記載の包装容器。
【請求項４】
　前記封止弁の円筒外径が、前記注入部の内径よりも大きい、請求項１～３のいずれか一
項に記載の包装容器。
【請求項５】
　さらに注出口を備えてなる、請求項１～４のいずれか一項に記載の包装容器。
【請求項６】
　前記注出口は、前記注入口が設けられた側と対向する側に設けられてなる、請求項５に
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記載の包装容器。
【請求項７】
　前記注出口は、容器外側に位置する筒状の注出部と、その注出部に連接して形成された
容器内面の縁部に溶着されるフランジと、前記注出部の上端に剥離自在に取り付けられた
キャップとを備えてなる、請求項５又は６に記載の包装容器。
【請求項８】
　前記キャップは、注出部の上端から剥離された後、注出部の内側にキャップ上端が嵌合
して、注出口を密封できる、請求項７に記載の包装容器。
【請求項９】
　前記キャップと前記注出部とが、帯体によって連結されてなる、請求項７又は８に記載
の包装容器。
【請求項１０】
　注出口が配置される側の容器開口部分に絞りが設けられている、請求項５～９のいずれ
か一項に記載の包装容器。
【請求項１１】
　注出口の内径をＲとした場合、絞り部分の開口長Ｌが、０．４πＲ～０．６πＲである
請求項５～１０のいずれか一項に記載の包装容器。
【請求項１２】
　容器周縁がヒートシールされたパウチ形状である、請求項１～１１のいずれか一項に記
載の包装容器。
【請求項１３】
　容器側面のヒートシール部分が、容器に内容物が充填された後でヒートシールされたも
のである、請求項１２に記載の包装容器。
【請求項１４】
　パウチが積層フィルムからなる、請求項１２に記載の包装容器。
【請求項１５】
　前記積層フィルムが、容器外側から順に、ポリエステル、ナイロン、およびポリエチレ
ンを積層したものである、請求項１４に記載の包装容器。
【請求項１６】
　前記フランジ部が、パウチの最外層樹脂と同一の樹脂で形成されてなる、請求項１～１
５のいずれか一項に記載の包装容器。
【請求項１７】
　前記封止弁が、シリコーンゴム、またはエラストマーを含んでなる、請求項１～１６の
いずれか一項に記載の包容容器。
【請求項１８】
　容器内に、加水によって調理可能な食品が、予め充填されてなる、請求項１～１７のい
ずれか一項に記載の包装容器。
【請求項１９】
　突き刺し強度が１８Ｎ以上である、請求項１～１８のいずれか一項に記載の包装容器。
【請求項２０】
　請求項１～１９のいずれか一項に記載の包装容器の全体が外装材によって包装された、
加水食品用パッケージ。
【請求項２１】
　請求項１～１９のいずれか一項に記載の包装容器からなる宇宙食パッケージ。
【発明の詳細な説明】
【発明の分野】
【０００１】
　本発明は、包装容器に関し、さらに詳細には、液体を注入するための注入口を備えた包
装容器に関する。
【背景技術】
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【０００２】
　従来、保存性や携帯性に優れる食品として加水調理食品が知られている。これらは予め
半調理した食品を凍結乾燥し、温水等を加水することによって最終食品に調理されるもの
である。
【０００３】
　近年、多種多様の加水調理食品が開発されるとともに、これら加水用調理食品は、ＩＳ
Ｓ等の宇宙ステーションやスペースシャトルに滞在する宇宙飛行士用の食料、いわゆる宇
宙食として利用されている。宇宙食として用いられる加水調理食品は、通常、宇宙食パッ
ケージと呼ばれる包装容器内に収容された状態で機内に持ち込まれ、飲食時に、加水用ニ
ードル等の加水機器によって包装容器内に温水等を注入して調理が行われる。
【０００４】
　加水調理食品が収納される宇宙食パッケージは、図１３に示すように、注入口３１を備
えた包装容器３０からなり、この注入口３１に注水用ニードルを挿入して容器内に液体を
注入する。注入口３１は、注入部３２とフランジ部３３とからなり、フランジ部３３は包
装容器３０の内側にヒートシール等によって密着している。また、注入口３１は、円筒状
の注入部３４とその円筒部３４に嵌合する封止弁３５とからなり、この封止弁３５は、図
１４に示すように、円筒内部に弁が備わった構造を有する。対向する半円板状の仕切３６
，３７が封止弁の円筒内に設けられ、この半円板仕切３６，３７が圧接されることで弁と
して機能を発揮する。すなわち、封止弁自体はシリコーンゴム等の弾性体からなり、封止
弁断面は、外側円筒部に嵌合する前は、図１５に示すように、半円板仕切の圧接面方向を
短軸とする楕円形状を有している。この楕円形状の封止弁を注入口の円筒部内に嵌入させ
ると、封止弁の形状も円筒の形状に追従するためその断面は円形となる。従って、半円板
仕切には、図中の矢印に示す方向に応力が働くため、対向する半円板仕切３６，３７が圧
接し、弁としての機能を発揮する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開平０９－２４９２３７号公報
【特許文献２】特開平１０－０９５４４４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、上記のような封止弁を用いた宇宙食パッケージにおいては、注水ニード
ルによって容器内に注水した後に容器に強い外圧が加わった場合に封止弁から加水された
収容物が逆流して容器から漏れ出るおそれがあった。
【０００７】
　また、従来用いられている封止弁は、対向する半円板同士が単に圧接した構造であるた
め、注水ニードルを突刺し易いものの、厳密には完全に密封されてはいないため、注水す
る前であっても封止弁から容器内に細菌やウイルス等が混入する可能性もあるため、衛生
面で問題となる場合も生じうる。
【０００８】
　また、従来の宇宙食パッケージとして使用されている包装容器は、平パウチ構造であっ
たため容器外寸の割に充填容量が小さく、外寸が小さくても充填容量が大きい包装容器が
求められていた。
【０００９】
　本発明は、このような点を考慮してなされたものであり、衛生的に優れ完全密封できる
とともに、簡易に注水できる効率的な包装容器を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明による包装容器は、容器外側に位置する管状の注入部と、その注入部に連接して
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形成されて容器内面の縁部に溶着されるフランジ部と、前記注入部内側に被嵌される封止
弁とからなる、液体を注入するための注入口を備えた包装容器において、
　前記封止弁は、容器内部と外部とが閉塞されるように円板により仕切られた円筒形状を
有し、その円板には、容器外側面にＶ字溝状のスリットが形成されてなる、ことを特徴と
するものである。
【００１１】
　このように、本発明の包装容器は、注入口の封止弁を、容器外側面にＶ字溝状のスリッ
トが形成された円板を備えた構造とすることにより、例え包装容器に外圧が加わっても、
完全密封されているため衛生性に優れ、かつ簡易に注水できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１２】
第一の実施形態
　以下、図面を参照しながら、本発明の第一の実施形態による包装容器について説明する
。
【００１３】
　図１は、本発明による包装容器の斜視図であり、図２は、その包装容器の注出口の拡大
斜視図である。包装容器１は、液体を注入するための注入口２を備えた構造を有しており
、包装容器本体の周縁部３がヒートシールされて包装容器１を形成している。
【００１４】
　この注入口２は、図２に示すように、容器外側に位置する管状の注入部４と、その注入
部に連接して形成されて容器内面の縁部に溶着されるフランジ部５と、前記注入部４の内
側に被嵌される封止弁６とから構成されている。包装容器内に液体を注入する際には、管
状の注出部から針状の注水ニードル等を挿入することによって行うことができるが、液体
の注入手段は、注水ニードルに限られず、シリンジ等を使用してもよい。
【００１５】
　注入部およびフランジ部には、注液手段（例えば、注水ニードル等）を挿入できるよう
に、内側が管状となっている。特にニードル等に鋭利な機材によって注液を行う場合は、
注液中にニードルが折れたり、または曲がったりしないように、図２に示すようにフラン
ジ５にニードル針誘導用の管７が設けられている。
【００１６】
　注入部４およびフランジ部５の管の内径は、注液手段にもよるが、概ね３～１０ｍｍ程
度である。
【００１７】
　次に、注入部２の内側に被嵌される封止弁６について説明する。図３に示すように、封
止弁６は注入部４に嵌合し得る形状を有する。すなわち、管状の注入部４の内側に被嵌し
得るように、封止弁６は円形断面を有する。注水用ニードルを挿入できるように、封止弁
自体も円筒状の構造を有するが、図３の封止弁のＡ－Ａ断面図に示されるように、円板状
の仕切８が設けられている。この仕切板８には、容器の外側方向（図３（Ａ）での上方）
にＶ字溝状のスリット９が設けられている。本発明においては、図３のＡ－Ａ断面図に示
されるように、封止弁６が板状の仕切８を有するため、包装容器の内側と外側とが完全に
遮蔽され、容器を完全に密封することができる。また、円板上の仕切において、Ｖ字溝ス
リット９が設けられてある部分は、他の部分よりも肉薄であるため、針状の注水ニードル
によって注水する際に、ニードルを容易に貫通させることができる。
【００１８】
　本発明においては、封止弁６が弾性体から形成されることが好ましい。弾性体材料によ
って封止弁を形成した場合、注水ニードルを封止弁のスリット９に貫通させた際、貫通部
分からの漏液が抑制されるとともに、注入口からニードルを抜き取った後でも封止弁から
容器内の液体が逆流して漏れることもない。包装容器内への注水後において、注入口から
液体が逆流して容器外に漏れることを防止するため、封止弁の円筒外径が、前記注入部の
内径よりも大きいことが好ましい。封止弁が弾性体で形成されていると、封止弁の外径を
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注入部の内径よりも大きくすることにより、注入部に封止弁を嵌合させた場合に封止弁が
圧縮される。このように圧縮された状態においては、封止弁の変形し易い部分に応力が集
中するため、円板上の仕切板８に設けたＶ字溝状のスリット９の肉薄部分に圧縮応力が集
中する。その結果、Ｖ字溝状のスリット９は、図４に示すように変形するため、例え注水
ニードルによって円板状仕切に貫通孔が形成されたとしても、圧縮応力によって貫通孔が
閉塞される。このような機構により、本発明の包装容器は、注水後においても内容物が容
器から漏れ出すことがない。
【００１９】
　封止弁を構成する弾性体としては、シリコーンゴムの他、オレフィン等のエラストマー
を好適に使用することができる。
【００２０】
　円板状の仕切の厚みは、１～３ｍｍ程度が好ましく、また、Ｖ字溝状のスリットの深さ
は０．５～２．０ｍｍ程度が好ましい。さらに、円板状仕切の厚みに対するＶ字溝スリッ
ト深さの比率は０．２５～０．７５程度が好ましい。これよりもＶ字溝スリット深さが大
きいと、包装容器に外圧が加わった場合に、Ｖ字溝スリット部分が破損して内容物が容器
外に漏れ出るおそれがある。一方、Ｖ字溝スリット深さが０．２５未満であると、注水ニ
ードルを突刺し難くなる。
【００２１】
　封止弁６を嵌合させる注入部４及び包装容器内部に溶着されるフランジ５は、製造コス
トの観点から、一体成形されることが好ましい。
【００２２】
　注入部及びフランジは、包装容器の内側と溶着できる必要があることから、包装容器の
材料にもよるが、ポリエチレン、ポリスチレン、ポリプロピレン等の熱可塑性樹脂を用い
て射出成形されたものであることが好ましい。使用できる樹脂としては、これら熱可塑性
樹脂の中でも低密度ポリエチレンを用いることが好ましい。
【００２３】
第二の実施態様
　本発明による第二に実施態様による包装容器について説明する。
【００２４】
　第二の実施態様による包装容器は、上記した注入口２とともに、さらに注出口１０を備
えてなる。加水調理食品のうち、スープ、お茶、ジュース、ゼリー等の流動性食品におい
ては、注入口から加水して食品を調理した後、包装容器を開封せずに内容物を食せるよう
に、注出口を備えてなる。注出口１０は、図５に示すように、上記した注入口２が設けら
れた側と対向する包装容器の側に設けられる。このように加水するための注入口と反対の
側に注出口を設けることにより、容器内に収容された加工済みの食品を容器内に残存させ
ることなく、効率よく消費できる。
【００２５】
　注出口は、図６に示すように、容器外側に位置する筒状の注出部１１と、その注出部に
連接して形成された容器内面の縁部に溶着されるフランジ１２と、前記注出部１１の上端
に剥離自在に取り付けられたキャップ１３とを備えてなる。
【００２６】
　フランジ１２を、注出部と同様に円筒状の形状とすると、容器内側に溶着し難くなる場
合も生じるため、包装容器を構成する包装フィルムに溶着し易い形状とすることが好まし
い。例えば、図７の注出口のＢ－Ｂ断面図に示すように、フランジ１２内を円筒状の空洞
１３として、略菱形断面形状となるように形成することができる。
【００２７】
　キャップ１３は、図６に示すように、注出口の円筒注出部１１の端部に、剥離自在に取
付けられている。すなわち、キャップ１３は、円筒注出部１１に 薄肉部１４を介して取
付けられ、キャップ１３は薄肉部１４を介して円筒注出部１１から容易に剥離されるよう
になっている。
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【００２８】
　キャップ１３には、外側側面の一部に、一対のつまみ１５を有している。このつまみを
持って右あるいは左回転方向に捩ることにより、薄肉部１４が破損してキャップ１３が円
筒注出部１１から容易に剥離する。
【００２９】
　キャップ１３の上端部分にはその周縁部に段差１６が設けられており、その段差１６か
ら連続するように半円キャップ状の上端部１３が形成されている。キャップ上端部１３は
、キャップを外側円筒部から剥離した後、その上端部１３を逆向きに反転させて、注出口
の円筒注出部１１に嵌合できる。キャップ１３は、段差部分１６を有するため、キャップ
上端部の外径は、円筒注出部１１と連接したキャップ部分の外径よりも小さくなっており
、円筒注出部１１の内径と略同一である。そのため、図８に示すように、剥離した後のキ
ャップ１３を逆転させて、円筒注出部１１に嵌合できる。従って、包装容器内の調理済み
食品の飲食を途中で中断するような場合であっても、当該キャップにより注出口を密封で
きるため、衛生的に優れる。
【００３０】
　このような薄肉部分１４を介して円筒注出部１１とキャップ１３とが連接された構造と
するには、注出部１１とキャップ１３とを一体成形することにより形成されることが好ま
しい。一体成形とすることにより、製造コストの低減を図ることができるとともに、キャ
ップを注出部に装着する手間を省略できる。
【００３１】
　本発明の好ましい態様として、図９に示すようにキャップ１３と注出部１１とが帯体１
７によって連結されている。上記のように、帯体１７によって注出口の本体である注出部
１１とキャップ１３とを連結しておくことにより、キャップを注出口から剥離した後もキ
ャップが紛失したりすることがなくなる。また、飲食中にキャップを飲食者みずからが手
で保持しておく必要がない。そのため、特に無重力状態である宇宙空間においては、両手
が自由な状態で飲食することが可能である。
【００３２】
　また、円筒注出部１１とフランジ１５も、製造コストの観点から、一体成型されること
が好ましい。
【００３３】
　円筒注出部１１、それと一体成形されるキャップ１３、およびフランジ１２は、包装容
器の内側と溶着させる必要があることから、包装容器の材料にもよるが、ポリエチレン、
ポリスチレン、ポリプロピレン等の熱可塑性樹脂を用いて射出成形されたものであること
が好ましい。使用できる樹脂としては、これら熱可塑性樹脂の中でも直鎖状低密度ポリエ
チレン（ＬＬＤＰＥ）を用いることが好ましい。
【００３４】
第三の実施態様
　本発明の第三の態様による包装容器１は、注入口２と注出口１０とを備え、さらに、容
器本体に、注出口１０が配置される側の開口部分１８に絞り１９が設けられている。包装
容器本体の周縁部分３は、後述するようにヒートシール等によって包装フィルム同士を密
着させている。この密着部分を包装容器の周縁部分だけでなく、注出口下部の両端部分２
０も包装フィルムを密着させることにより、１０図に示すような絞り部分を設ける。この
ように包装容器の本体に絞り部分を設けることにより、容器内の飲食物（収容物）が一簿
に注出口に排出されることが抑制されるとともに、飲食者は、この絞り部分を手の指で持
って握圧を調節することにより、飲食物の排出量を調整できる。とりわけ、この絞り部分
を手の指で押さえてしまうことにより、一時的に包装容器を密封状態とできる。
【００３５】
　上記のように、注出口１０のフランジ１２が略菱形の断面を有し、フランジ自体がある
程度の幅を有するため、このフランジを包装容器に溶着すると、注出口フランジの下部の
包装容器内には空間が形成される。絞り１９はこの空間が逆三角形となるように、包装容
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器の端部２０をヒートシールすることにより形成できる。
【００３６】
　包装容器本体の絞り部分１９は、注出口の内径をＲとした場合、絞り部分の開口長Ｌが
、０．４πＲ～０．６πＲの長さを有するように形成される。すなわち、絞り部分の開口
が、注出口の内径（πＲ／２）の０．８～１．２倍程度になるように形成するものである
。この理由は、絞り部分１９を包装容器内の内容物（加水調理食品）が通過する際は、こ
の絞り部分が膨らんで略円形断面を有するようになるため、この円形断面の大きさを、注
出口の内径と同程度となるように構成するものである。このように、絞り部分の開口長Ｌ
を小さくすると、指で内容物の排出量を調整し易くなる反面、内容物が絞り部分で詰まり
やすくなる。一方、絞り部分の開口長Ｌを大きくすると、内容物の排出量調整や一時的な
密封機能を果たせなくなるばかりでなく、内容物によっては、注出口を詰めてしまう場合
もある。
【００３７】
　本発明の包装容器を構成する包装フィルム２１の材質構成としては、図１１に示すよう
に、基材層２２、内容物保護のためのバリアー性を有するフィルム等からなる中間層２３
、そして、ヒートシーラント層２４から構成される。各層の間には、接着剤、アンカーコ
ート剤、熱接着性樹脂などからなる接着層２５を設けてもよい。
【００３８】
　基材層としては、印刷適性、強度、耐熱性等を有する素材から選択され、各種薄紙、あ
るいは、ポリプロピレン、ポリエステル、ポリアミド等の樹脂を製膜して得られる無延伸
または延伸フィルムを用いることができるが、好ましくは樹脂を２軸延伸したフィルムで
ある。
【００３９】
　本発明の包装容器に使用する包装フィルムとして、積層体に中間層を設ける目的は、内
容物の保存性のために、ガスバリアー性、遮光性を付与すること、また、パウチの落下衝
撃に耐える強度を付与すること等であり、例えば、バリアー性を付与するためには、ポリ
ビニルアルコール樹脂を製膜してなるフィルム、エチレン－酢酸ビニル共重合体のけん化
物からなる樹脂を製膜してなるフィルム等のバリアーフィルム、アルミニウム等の金属箔
や前記各種のフィルムに塩化ビニリデン等の防湿 コートを施したもの、または、バリア
ー材として別のフィルムとせず、基材フィルムに直接に金属単体あるいは珪素やアルミニ
ウム等の酸化物等を蒸着したフィルムを用いることができる。
【００４０】
　また、遮光性は、アルミ箔、アルミ蒸着フィルム等を用いることができる。強度を向上
させるフィルムとしては、ポリエステル、ポリアミド、ポリカーボネート等のフィルムを
積層することができる。
【００４１】
　また、ヒートシーラント層としては、内容物の味覚等に支障を及ぼすおそれがなく、パ
ウチとしての必要強度を有する材質を選定する。例えば、低密度ポリエチレン、直鎖状低
密度ポリエチレン、メタロセン触媒を用いて重合したポリオレフィン、エチレン－酢酸ビ
ニル共重合体等を挙げることができる。ただし、ヒートシール層を構成する材質は、包装
容器の組立のためのヒートシールであるとともに、注入口及び注出口の接着面への熱接着
可能な材質であることが必要であり、注入口及び注出口の材質選定の際に相互接着性を確
認する必要がある。
【００４２】
　本発明による包装容器は、突き刺し強度が１８Ｎ以上であることが好ましい。包装容器
中に乾燥麺や米飯を充填して真空包装した場合、包装容器の運搬や保管中に、容器内容物
によよって包装容器にピンホールが発生する場合も生じるが、突き刺し強度が１８Ｎ以上
の包装容器であれば、真空包装した場合であってもピンホールの発生を大幅に低減できる
。ここで、本明細書中「突き刺し強度」とは、先端が０．５Ｒのポンチを包装容器に突き
刺した場合に、ポンチが包装容器を貫通する際の強度を意味する。



(8) JP 4962885 B2 2012.6.27

10

20

30

40

50

【００４３】
　上記のような突き刺し強度を有する包装容器とするためには、基材層、中間層、ヒート
シーラント層等の構成層の厚みを適宜調整することにより達成できる。
【００４４】
　例えば、基材層として厚み１２μｍのＰＥＴフィルムと中間層として厚み２５μｍのナ
イロンフィルムとビートシーラント層として厚み８０μｍのポリエチレンフィルムを接着
剤により順次積層した構成とすることにより、突き刺し強度１８Ｎ以上の包装容器とする
ことができる。また、中間層とヒートシーラント層との間にさらにＰＥＴフィルム等の基
材等を設けてもよい。例えば、包装容器の積層体を以下のように構成してもよい。
・ＰＥＴ（１２μｍ）／接着剤／ナイロン（１５μｍ）／接着剤／ＰＥＴ（１２μｍ）／
接着剤／ポリエチレン（８０μｍ）
・ＰＥＴ（１２μｍ）／接着剤／ナイロン（２５μｍ）／接着剤／ＰＥＴ（１２μｍ）／
接着剤／ポリエチレン（８０μｍ）
・ナイロン（１５μｍ）／接着剤／ＰＥＴ（１２μｍ）／接着剤／ナイロン（１５μｍ）
／接着剤／ポリエチレン（８０μｍ）
【００４５】
　本発明の包装容器の形状は、内容物の種類、容量等により適宜設計される。本発明の第
一の態様である、注出口を有さないタイプの包装容器は、収納する内容物の量としては、
１～１００グラム、最もよく計画される内容量は、３～５０グラムである。この第一の態
様の包装容器には、加水調理によっても流動状の食品とならないようなもの、例えば、ラ
ーメン等の麺類やα米等の穀物類を内容物として充填する場合に適している。このような
場合、内容物を食する際には、包装容器の一辺を切断して内容物を取り出すとこができる
。また、本発明の第二および第三の態様の容器は、注出口を備えるため、加水調理した食
品が流動性のもの、例えば、スープ、お茶、ジュース、ゼリー等を内容物として充填する
ことができる。このような場合、注出口に直接口を付けて吸引、または包装容器に外圧を
加えることにより、内容物を食することができる。
【００４６】
　本発明の包装容器は、通常のスタンド型、ガセット型等のパウチ等、または平パウチ等
と同様にして作製することができ、パウチの周縁をヒートシールして包装フィルム同士を
溶着し、また、注入口および注出口のフランジを包装フィルムで狭持して、ヒートシール
することにより、パウチの２辺間に挟着する。
【００４７】
　本発明による包装容器においては、パウチの組み立てにおいて、図１２に示すように、
包装容器の表および裏の両面を構成する一対の包装フィルム２６、２７と、その表裏両面
の間に狭持される、側面を構成する一対の包装フィルム２８、２９とからなる。そして、
各包装フィルムの端部同士をヒートシールすることによりパウチを形成する。この際、パ
ウチ側面を構成する包装フィルムのいずれか一方の一辺のみをヒートシールせずに、パウ
チを形成し、その後、パウチ内に内容物を充填した後に、未シール部分をヒートシールす
ることにより、内容物を密封して包装容器を作製する。従来の平パウチ等の包装容器にお
いては、注出口を設ける部分以外の容器周縁部をヒートシールし、未シール部分から内容
物を充填して、最後に注出口を包装容器にヒートシールして密着させており、内容物によ
っては、未シール部分の開口長との関係で充填し難い場合もあった。本発明においては、
上記のように、内容物を充填するために未シール部分を、パウチの側面に設けることによ
り、内容物によらず容易に容器内に充填することができる。
【００４８】
　本発明の包装容器は、上記のように内容物の保存性のためバリアー層を備えた包装フィ
ルムを用いてもよいが、内容物が包装容器の外観から視認しにくい場合がある。内容物の
視認性を向上させるために、可視光透過性に優れる積層フィルムを使用する。この場合、
可視光等による内容物の変成を抑制するため、包装容器全体を、遮光性フィルム等の外装
材によって包装してもよい。このような遮光性フィルムとしては、アルミ箔を積層したフ
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ィルム、またはアルミ蒸着フィルム等を好適に使用できる。
【図面の簡単な説明】
【００４９】
【図１】本発明の第一の態様による包装容器の斜視図である。
【図２】本発明の第一の態様による包装容器に使用される注入口の斜視図である。
【図３】注入口の封止弁の断面図である。
【図４】封止弁を注入口に嵌合した状態における、封止弁の断面図である。
【図５】本発明の第二の態様による包装容器の斜視図である。
【図６】注出口の正面図である。
【図７】注出口のフランジ部方向から見た断面図である。
【図８】注出口にキャップを逆転させて嵌合させた状態の正面図である。
【図９】他の態様による注出口の正面図である。
【図１０】本発明の第三の態様による包装容器の斜視図である。
【図１１】本発明の包装容器に使用する積層フィルムの層構成を示した模式図である。
【図１２】包装容器の組み立てを示したパウチ構造の概略図である。
【図１３】従来の宇宙食パッケージを示した斜視図である。
【図１４】従来の宇宙食パッケージに用いられている注入口の拡大図である。
【図１５】従来の注入口を構成する封止弁の拡大図である。
【符号の説明】
【００５０】
　１　　包装容器
　２　　注入口
　３　　周縁部
　４　　注入部
　５　　フランジ
　６　　封止弁
　７　　誘導管
　８　　仕切板
　９　　Ｖ字溝状スリット
　１０　注出口
　１１　注出部
　１２　フランジ
　１３　キャップ
　１４　肉薄部
　１５　つまみ
　１６　段差
　１７　帯体
　１８　開口部分
　１９　絞り
　２０　注出口下部の両端部分
　２１　包装フィルム
　２２　基材層
　２３　中間層
　２４　ヒートシーラント層
　２５　接着層
　２６，２７　包装容器の裏表面
　２８，２９　包装容器の側面
　３０　従来の包装容器
　３１　注入口
　３２　注入部
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　３３　フランジ部
　３４　円筒部
　３５　封止弁
　３６，３７　仕切

【図１】 【図２】

【図３】

【図４】
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【図５】 【図６】

【図７】

【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１】

【図１２】

【図１３】

【図１４】

【図１５】
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